
 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.2 原子炉格納容器内窒素封入設備） 

1 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.2 原子炉格納容器内窒素封入設備 

 

（中略） 

 

2.2.3 添付資料 

添付資料－１ 系統概略図 

添付資料－２ 構造強度及び耐震性について 

添付資料－３ 窒素封入ラインの構成 

添付資料－４ 水素発生量の評価について 

添付資料－５ 窒素封入停止時の時間余裕について 

添付資料－６ サプレッションチェンバ内の不活性化について 

添付資料－７ １号機ジェットポンプ計装ラックを用いた窒素封入設備について 

添付資料－８ 原子炉圧力容器封入ラインの二重化及び窒素ガス分離装置Ａ，Ｂの取替等について 

添付資料－９ 窒素ガス分離装置用専用Ｄ／Ｇについて 

添付資料－１０ 原子炉格納容器内窒素封入設備に係わる確認事項について 

添付資料－１１ １号機原子炉格納容器窒素封入ライン（不活性ガス系）の撤去について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 原子炉格納容器内窒素封入設備 

 

（中略） 

 

2.2.3 添付資料 

添付資料－１ 系統概略図 

添付資料－２ 構造強度及び耐震性について 

添付資料－３ 窒素封入ラインの構成 

添付資料－４ 水素発生量の評価について 

添付資料－５ 窒素封入停止時の時間余裕について 

添付資料－６ サプレッションチェンバ内の不活性化について 

添付資料－７ １号機ジェットポンプ計装ラックを用いた窒素封入設備について 

添付資料－８ 原子炉圧力容器封入ラインの二重化及び窒素ガス分離装置Ａ，Ｂの取替等について 

添付資料－９ 窒素ガス分離装置用専用Ｄ／Ｇについて 

添付資料－１０ 原子炉格納容器内窒素封入設備に係わる確認事項について 

添付資料－１１ １号機原子炉格納容器窒素封入ライン（不活性ガス系）の撤去について 

添付資料－１２ ２号機原子炉圧力容器窒素封入ライン追設について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機原子炉圧力容器窒素封

入ライン追設に伴う，記載の適

正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機原子炉圧力容器窒素封

入ライン追設に伴う，系統概略

図の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－２ 

 

構造強度及び耐震性について 

 

（中略） 

 

３． 既設設備の耐震性 

原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への窒素の封入ライン（既設配管）の耐震性は以下の表－４の

通り。 

 

表－４ 窒素封入ライン（既設配管）の耐震性 

 原子炉圧力容器 原子炉格納容器 

１号機 

原子炉圧力容器頂部冷却系 

（耐震Ｓクラス） 

ジェットポンプ計装ラック 

（耐震Ｓクラス） 

原子炉格納容器内酸素分析計ラック 

（耐震Ｃクラス） 

２号機 
原子炉圧力容器水位計装ライン 

（耐震Ｓクラス） 

可燃性ガス濃度制御系 

（耐震Ｓクラス） 

３号機 
原子炉圧力容器水位計装ライン 

（耐震Ｓクラス） 

原子炉格納容器漏えい率検査用予備ライン 

（耐震Ｓクラス） 

 

 

（中略） 

 

 

なお，既設設備の強度，耐震性等については以下の工事計画認可申請書等による。 

・ １号機 原子炉圧力容器頂部冷却系 

建設時第７回工事計画認可申請書（43公第 13412号 昭和 44年 4月 7日認可） 

建設時第４回工事計画軽微変更届出書（総官第 503号 昭和 45年 7月 2日届出） 

工事計画認可申請書（53資庁第 10621号 昭和 53年 9月 25日認可） 

工事計画認可申請書（平成 20･08･26原第 10号 平成 20年 9月 10日認可） 

・ １号機 ジェットポンプ計装ラック 

 福島第一原子力発電所原子炉施設保安規定変更認可申請書（平成 22･03･25 原第 9号 平成 23

年 2月 7日認可） 

・ ２号機 原子炉圧力容器水位計装ライン 

建設時第１４回工事計画認可申請書（46公第 11145号 昭和 46年 8月 17日認可） 

建設時第３回工事計画軽微変更届出書（総官第 685号 昭和 47年 9月 28日届出） 

工事計画認可申請書（53資庁第 13643号 昭和 54年 1月 5日認可） 

・ ３号機 原子炉圧力容器水位計装ライン 

建設時第１１回工事計画認可申請書（47公第 8267号 昭和 47年 9月 28日認可） 

建設時第２６回工事計画軽微変更届出書（総官第 459号 昭和 49年 7月 11日届出） 

 

 

 

 

 

添付資料－２ 

 

構造強度及び耐震性について 

 

（中略） 

 

３． 既設設備の耐震性 

原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への窒素の封入ライン（既設配管）の耐震性は以下の表－４の

通り。 

 

表－４ 窒素封入ライン（既設配管）の耐震性 

 原子炉圧力容器 原子炉格納容器 

１号機 

原子炉圧力容器頂部冷却系 

（耐震Ｓクラス） 

ジェットポンプ計装ラック 

（耐震Ｓクラス） 

原子炉格納容器内酸素分析計ラック 

（耐震Ｃクラス） 

２号機 

原子炉圧力容器水位計装ライン 

（耐震Ｓクラス） 

主蒸気計装ライン 

（耐震Ｓクラス） 

可燃性ガス濃度制御系 

（耐震Ｓクラス） 

３号機 
原子炉圧力容器水位計装ライン 

（耐震Ｓクラス） 

原子炉格納容器漏えい率検査用予備ライン 

（耐震Ｓクラス） 

 

（中略） 

 

なお，既設設備の強度，耐震性等については以下の工事計画認可申請書等による。 

・ １号機 原子炉圧力容器頂部冷却系 

建設時第７回工事計画認可申請書（43公第 13412号 昭和 44年 4月 7日認可） 

建設時第４回工事計画軽微変更届出書（総官第 503号 昭和 45年 7月 2日届出） 

工事計画認可申請書（53資庁第 10621号 昭和 53年 9月 25日認可） 

工事計画認可申請書（平成 20･08･26原第 10号 平成 20年 9月 10日認可） 

・ １号機 ジェットポンプ計装ラック 

 福島第一原子力発電所原子炉施設保安規定変更認可申請書（平成 22･03･25 原第 9号 平成 23

年 2月 7日認可） 

・ ２号機 原子炉圧力容器水位計装ライン及び主蒸気計装ライン 

建設時第１４回工事計画認可申請書（46公第 11145号 昭和 46年 8月 17日認可） 

建設時第３回工事計画軽微変更届出書（総官第 685号 昭和 47年 9月 28日届出） 

工事計画認可申請書（53資庁第 13643号 昭和 54年 1月 5日認可） 

・ ３号機 原子炉圧力容器水位計装ライン 

建設時第１１回工事計画認可申請書（47公第 8267号 昭和 47年 9月 28日認可） 

建設時第２６回工事計画軽微変更届出書（総官第 459号 昭和 49年 7月 11日届出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機原子炉圧力容器窒素封

入ライン追設に伴う，記載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機原子炉圧力容器窒素封

入ライン追設に伴う，記載変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－３ 

 

窒素封入ラインの構成 

 

（中略） 

 

２．２号機 

(1) 原子炉圧力容器窒素封入ライン： 

既設の原子炉圧力容器水位計の計装ラインに接続しており，原子炉圧力容器の T.P.34,500 付

近より窒素の封入が可能である。 

(2) 原子炉格納容器窒素封入ライン： 

既設の可燃性ガス濃度制御系 A 系の配管テストタップに接続しており，原子炉格納容器の

T.P.13,900付近の位置より窒素の封入が可能である。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－３ 

 

窒素封入ラインの構成 

 

（中略） 

 

２．２号機 

(1) 原子炉圧力容器窒素封入ライン： 

既設の原子炉圧力容器水位計の計装ラインに接続しており，原子炉圧力容器の T.P.34,500 付

近，T.P.25,800付近の位置より窒素の封入が可能である。 

また，既設の主蒸気計装ラインに接続しており，原子炉圧力容器の T.P.29,100 付近の位置よ

り窒素の封入が可能である。 

(2) 原子炉格納容器窒素封入ライン： 

既設の可燃性ガス濃度制御系 A 系の配管テストタップに接続しており，原子炉格納容器の

T.P.13,900付近の位置より窒素の封入が可能である。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機原子炉圧力容器窒素封

入ライン追設に伴う，記載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機原子炉圧力容器窒素封

入ライン追設に伴う，記載変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－８ 

 

原子炉圧力容器封入ラインの二重化及び窒素ガス分離装置Ａ，Ｂの取替等について 

 

（中略） 

 

表－２ 流量計ユニット，隔離弁ユニット及び共用ヘッダ 転倒評価結果 

（耐震Ｃクラス相当の静的震度） 

設備名称 

地震による 

モーメント 

Ｍ１［Ｎ・ｍ］ 

自重による 

モーメント 

（Ｘ軸側） 

Ｍ２［Ｎ・ｍ］ 

自重による 

モーメント 

（Ｚ軸側） 

Ｍ３［Ｎ・ｍ］ 

評価 

流量計ユニット 38.26 603.52 154.74 転倒しない 

隔離弁ユニット 32.75 606.92 140.11 転倒しない 

共用ヘッダ 48.66 810.96 349.75 転倒しない 

 

（以下，省略） 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－８ 

 

原子炉圧力容器封入ラインの二重化及び窒素ガス分離装置Ａ，Ｂの取替等について 

 

（中略） 

 

表－２ 流量計ユニット，隔離弁ユニット及び共用ヘッダ 転倒評価結果 

（耐震Ｃクラス相当の静的震度） 

設備名称 

地震による 

モーメント 

Ｍ１［Ｎ・ｍ］ 

自重による 

モーメント 

（Ｘ軸側） 

Ｍ２［Ｎ・ｍ］ 

自重による 

モーメント 

（Ｚ軸側） 

Ｍ３［Ｎ・ｍ］ 

評価 

流量計ユニット 38.26 603.52 154.74 転倒しない 

隔離弁ユニットＡ 32.75 606.92 140.11 転倒しない 

共用ヘッダ 48.66 810.96 349.75 転倒しない 

 

（以下，省略） 

 

 

添付資料－１２ ２号機原子炉圧力容器窒素封入ライン追設について 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機原子炉圧力容器窒素封

入ライン追設に伴う，記載の適

正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機原子炉圧力容器窒素封

入ライン追設に伴う，新規記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3 使用済燃料プール設備 
2.3.1 基本設計 
2.3.1.1 設置の目的 
（中略） 
2.3.1.1.2 使用済燃料プール冷却系設置の目的 
既設の燃料プール冷却浄化系（以下，ＦＰＣ系）については，その機能が失われており，復旧の見通

しが立っていない状態であることから，使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊熱を安定的に除去

する必要がある。既設設備と新設設備とを組み合わせ，使用済燃料プール水を冷却する系統である使用

済燃料プール冷却系を構成し，使用済燃料プール水の冷却を行う。なお，４号機については使用済燃料

プール内に燃料がないことから，使用済燃料プール冷却系を構成し冷却を行う必要はない。 
（中略） 
2.3.1.4 供用期間中に確認する項目 
(1) 使用済燃料プール水温が１号機において 60℃以下で，２～３号機において 65℃以下であること。 
（中略） 
2.3.1.5 主要な機器 
（中略） 
(2) 使用済燃料プール冷却系 
（中略） 

b. 使用済燃料プール循環冷却系 
（中略） 
     (ⅰ)使用済燃料プール循環冷却設備 
（中略） 

ⅰ）一次系 
（中略） 

（２～３号機） 
（中略） 

ⅱ）二次系 
新設のポンプ，エアフィンクーラ，サージタンク，配管，計測・制御機器等で構成され，

一次系の熱交換器で除去した使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊熱を，エアフィ

ンクーラにより大気に放出する。これら二次系設備は１～３号機共用設備とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 使用済燃料プール設備 
2.3.1 基本設計 
2.3.1.1 設置の目的 
（中略） 
2.3.1.1.2 使用済燃料プール冷却系設置の目的 
既設の燃料プール冷却浄化系（以下，ＦＰＣ系）については，その機能が失われており，復旧の見通

しが立っていない状態であることから，使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊熱を安定的に除去

する必要がある。既設設備と新設設備とを組み合わせ，使用済燃料プール水を冷却する系統である使用

済燃料プール冷却系を構成し，使用済燃料プール水の冷却を行う。なお，３，４号機については使用済

燃料プール内に燃料がないことから，使用済燃料プール冷却系を構成し冷却を行う必要はない。 
（中略） 
2.3.1.4 供用期間中に確認する項目 
(1) 使用済燃料プール水温が１号機において 60℃以下で，２号機において 65℃以下であること。 
（中略） 
2.3.1.5 主要な機器 
（中略） 
(2) 使用済燃料プール冷却系 
（中略） 

b. 使用済燃料プール循環冷却系 
（中略） 
     (ⅰ)使用済燃料プール循環冷却設備 
（中略） 

ⅰ）一次系 
（中略） 

（２号機） 
（中略） 

ⅱ）二次系 
新設のポンプ，エアフィンクーラ，サージタンク，配管，計測・制御機器等で構成され，

一次系の熱交換器で除去した使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊熱を，エアフィ

ンクーラにより大気に放出する。これら二次系設備は１，２号機共用設備とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(ⅱ) 漏えい拡大防止設備 
使用済燃料プール循環冷却設備（２～３号機）は，新設の機器・配管を使用していることか

ら，使用済燃料プール循環冷却設備の一次系系統水の系外及び建屋外への漏えいを最小限に留

めるために，新設設備の損傷等による漏えいに対し，系統の自動停止のインターロックを設け，

系統の出入口弁を自動閉とし，ポンプを自動停止できる設計とする。また，使用済燃料プール

循環冷却設備一次系の設備はすべて建屋内に設置し（１～３号機），設備の破損等による建屋

外への漏えい経路には堰を設けることにより，一次系系統水の建屋外への漏えいを防止する。 
  

(ⅲ) 監視設備 
使用済燃料プール循環冷却系は，使用済燃料プールの保有水量，冷却状態，漏えい等を監視

できるとともに記録可能な監視設備を設ける。使用済燃料プールの保有水量については，スキ

マ・サージ・タンクへオーバーフローしていることをスキマ・サージ・タンク水位により監視

する。スキマ・サージ・タンクの水位は，一次系ポンプ吸込側圧力計又はスキマ・サージ・タ

ンク水位計により監視し，一次系ポンプ吸込側圧力計及びスキマ・サージ・タンク水位計は，

それぞれ免震重要棟内にある監視室のモニタで監視する。 
使用済燃料プール水の冷却状態については使用済燃料プール循環冷却設備一次系流量，一次

系圧力及び熱交換器入口及び出口温度を免震重要棟内にある監視室のモニタで監視できると

ともに，記録が可能な機能を有する設計とする。 
また，使用済燃料プールから大気への放射性物質の移行の程度は，試験により確認された水

温と大気への移行率の関係に基づく温度確認により把握できることから，使用済燃料プール水

温を免震重要棟集中監視室のモニタで監視する。 
使用済燃料プール循環冷却設備一次系からの漏えいについては，使用済燃料プールと同様，

スキマ・サージ・タンク水位で監視する。２～３号機においては，一次系差流量を免震重要棟

内にある監視室のモニタで監視する。 
（中略） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 漏えい拡大防止設備 
使用済燃料プール循環冷却設備（２号機）は，新設の機器・配管を使用していることから，

使用済燃料プール循環冷却設備の一次系系統水の系外及び建屋外への漏えいを最小限に留める

ために，新設設備の損傷等による漏えいに対し，系統の自動停止のインターロックを設け，系

統の出入口弁を自動閉とし，ポンプを自動停止できる設計とする。また，使用済燃料プール循

環冷却設備一次系の設備はすべて建屋内に設置し（１，２号機），設備の破損等による建屋外へ

の漏えい経路には堰を設けることにより，一次系系統水の建屋外への漏えいを防止する。 
  

(ⅲ) 監視設備 
使用済燃料プール循環冷却系は，使用済燃料プールの保有水量，冷却状態，漏えい等を監視

できるとともに記録可能な監視設備を設ける。使用済燃料プールの保有水量については，スキ

マ・サージ・タンクへオーバーフローしていることをスキマ・サージ・タンク水位により監視

する。スキマ・サージ・タンクの水位は，一次系ポンプ吸込側圧力計又はスキマ・サージ・タ

ンク水位計により監視し，一次系ポンプ吸込側圧力計及びスキマ・サージ・タンク水位計は，

それぞれ免震重要棟内にある監視室のモニタで監視する。 
使用済燃料プール水の冷却状態については使用済燃料プール循環冷却設備一次系流量，一次

系圧力及び熱交換器入口及び出口温度を免震重要棟内にある監視室のモニタで監視できるとと

もに，記録が可能な機能を有する設計とする。 
また，使用済燃料プールから大気への放射性物質の移行の程度は，試験により確認された水

温と大気への移行率の関係に基づく温度確認により把握できることから，使用済燃料プール水

温を免震重要棟集中監視室のモニタで監視する。 
使用済燃料プール循環冷却設備一次系からの漏えいについては，使用済燃料プールと同様，

スキマ・サージ・タンク水位で監視する。２号機においては，一次系差流量を免震重要棟内に

ある監視室のモニタで監視する。 
（中略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3.1.7 構造強度及び耐震性 
（中略） 
2.3.1.7.2 使用済燃料プール冷却系の構造強度及び耐震性 
（中略） 
(2) 耐震性 
使用済燃料プール冷却系のうち使用済燃料プール循環冷却系は耐震設計審査指針上の B クラスの設

備と位置づけられることから，その主要設備については，静的震度（1.8Ci）に基づく構造強度評価及

び共振の恐れがある場合は動的解析を行い，評価基準値を満足することを原則とする。 
耐震性に関する評価にあたっては，「JEAG4601原子力発電所耐震設計技術指針」に準拠することを基

本とするが，必要に応じてその他の適切と認められる指針や試験結果等を用いた現実的な評価を行う。 
なお，使用済燃料プール冷却系のうち非常用注水設備は燃料プール水補給設備に相当するものであり

耐震設計審査指針上は Sクラスと位置づけられるが，消防車，消防ホース等は常設機器ではなく使用時

にのみ設置するものであることから耐震性は求められるものではない。一方，１～３号機のホースの接

続口については既設のＦＰＣ系配管であり，耐震 Bクラスとして設計されている。これについては Sク

ラスに対してグレードが劣るが，当該部は東北地方太平洋沖地震，その後の津波でも健全性が維持され

ていた。 
  
2.3.1.8 機器の故障への対応 
2.3.1.8.1 使用済燃料プール循環冷却系の機器の単一故障 
（中略） 

(3) 一次系循環ラインの損傷 
使用済燃料プール循環冷却系の一次系循環ラインが損傷した場合は，循環ライン内の一次系系統水

が系外へ漏えいすることが考えられることから，系外へ漏えいした一次系系統水を建屋内に設置した

堰により滞留させた後，漏えい水を建屋地下（２～３号機は廃棄物処理建屋地下）に移送する。 
移送後，一次系循環ラインの復旧に長時間を要しない場合は，復旧後，使用済燃料プールの循環冷

却を再開する。復旧に長時間を要する場合は，非常用注水設備による使用済燃料プールへの注水を行

うことにより，使用済燃料プール水の冷却を行う。 
（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.1.7 構造強度及び耐震性 
（中略） 
2.3.1.7.2 使用済燃料プール冷却系の構造強度及び耐震性 
（中略） 
(2) 耐震性 
使用済燃料プール冷却系のうち使用済燃料プール循環冷却系は耐震設計審査指針上の Bクラスの設備

と位置づけられることから，その主要設備については，静的震度（1.8Ci）に基づく構造強度評価及び

共振の恐れがある場合は動的解析を行い，評価基準値を満足することを原則とする。 
耐震性に関する評価にあたっては，「JEAG4601 原子力発電所耐震設計技術指針」に準拠することを基

本とするが，必要に応じてその他の適切と認められる指針や試験結果等を用いた現実的な評価を行う。 
なお，使用済燃料プール冷却系のうち非常用注水設備は燃料プール水補給設備に相当するものであり

耐震設計審査指針上は Sクラスと位置づけられるが，消防車，消防ホース等は常設機器ではなく使用時

にのみ設置するものであることから耐震性は求められるものではない。一方，１，２号機のホースの接

続口については既設のＦＰＣ系配管であり，耐震 Bクラスとして設計されている。これについては Sク

ラスに対してグレードが劣るが，当該部は東北地方太平洋沖地震，その後の津波でも健全性が維持され

ていた。 
  
2.3.1.8 機器の故障への対応 
2.3.1.8.1 使用済燃料プール循環冷却系の機器の単一故障 
（中略） 

(3) 一次系循環ラインの損傷 
使用済燃料プール循環冷却系の一次系循環ラインが損傷した場合は，循環ライン内の一次系系統水

が系外へ漏えいすることが考えられることから，系外へ漏えいした一次系系統水を建屋内に設置した

堰により滞留させた後，漏えい水を建屋地下（２号機は廃棄物処理建屋地下）に移送する。 
移送後，一次系循環ラインの復旧に長時間を要しない場合は，復旧後，使用済燃料プールの循環冷

却を再開する。復旧に長時間を要する場合は，非常用注水設備による使用済燃料プールへの注水を行

うことにより，使用済燃料プール水の冷却を行う。 
（中略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3.2 基本仕様 

2.3.2.1 １号機使用済燃料プール冷却系の主要仕様 

（中略） 

(3) 二次系ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        80m3/h（1台あたり） 

揚  程        20m 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      70℃ 

負荷容量        7.5kW（1台あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(4) エアフィンクーラ（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        3 

交換熱量        0.435MW（1基あたり） 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      60℃ 

負荷容量        22.2kW（1基あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(5) サージタンク（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        2 

容  量        1 m3（1基あたり） 

最高使用圧力      0.15MPa 

最高使用温度      95℃ 

胴内径         1000mm 

胴板厚さ        6mm 

上部鏡板厚さ      6mm 

下部鏡板厚さ      6mm  

高さ          1900mm 

胴板材料        SS400 

上部鏡板材料      SS400 

下部鏡板材料      SS400 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.2 基本仕様 

2.3.2.1 １号機使用済燃料プール冷却系の主要仕様 

（中略） 

(3) 二次系ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        80m3/h（1台あたり） 

揚  程        20m 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      70℃ 

負荷容量        7.5kW（1台あたり） 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(4) エアフィンクーラ（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        3 

交換熱量        0.435MW（1基あたり） 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      60℃ 

負荷容量        22.2kW（1基あたり） 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(5) サージタンク（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        2 

容  量        1 m3（1基あたり） 

最高使用圧力      0.15MPa 

最高使用温度      95℃ 

胴内径         1000mm 

胴板厚さ        6mm 

上部鏡板厚さ      6mm 

下部鏡板厚さ      6mm  

高さ          1900mm 

胴板材料        SS400 

上部鏡板材料      SS400 

下部鏡板材料      SS400 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

（中略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(7) 消防車 
  基  数    1 
  規格放水圧力      0.7MPa以上 
  放水性能    60m

3
/h以上 

  高圧放水圧力      1.0MPa以上 
  放水性能        36m

3
/h以上 

  燃料タンク容量，消費量 約 63ｌ（参考値），約 37ｌ/h（参考値）  
※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備および使用済燃料共用プール設備と共用 

 
(8) 電動ポンプ(完成品) 
  台  数    1 
  容  量    72m

3
/h 

  揚  程    85m 
  負荷容量        37kW 
  ※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用  
（中略） 
(10) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（二次系） 
  台  数        1 
  容  量        200kVA以上 
  力  率        約 0.8（遅れ） 
  電  圧        約 200V以上 
  周 波 数        50Hz 
  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 
（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 消防車 
  基  数      1 
  ※地震・津波等により，非常用注水設備の使用が困難な場合，コンクリートポンプ車１台を使用す

る場合は消防車１台，高所送水車１台を使用する場合は消防車２台の構成となる。 
  規格放水圧力      0.7MPa以上 
  放水性能    60m

3
/h以上 

  高圧放水圧力      1.0MPa以上 
  放水性能        36m

3
/h以上 

  燃料タンク容量，消費量 約 63ｌ（参考値），約 37ｌ/h（参考値）  
※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備および使用済燃料共用プール設備と共用 

 
(8) 電動ポンプ(完成品) 
  台  数    1 
  容  量    72m

3
/h 

  揚  程    85m 
  負荷容量        37kW 
  ※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用  
（中略） 
(10) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（二次系） 
  台  数        1 
  容  量        200kVA以上 
  力  率        約 0.8（遅れ） 
  電  圧        約 200V以上 
  周 波 数        50Hz 
  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 
（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高所送水車配備に伴う記載の

変更 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3.2.2 2号機使用済燃料プール冷却系の主要仕様 

（中略） 

(3) 二次系ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        80m3/h（1台あたり） 

揚  程        20m 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      70℃ 

負荷容量        7.5kW（1台あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(4) エアフィンクーラ（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        3 

交換熱量        0.435MW（1基あたり） 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      60℃ 

負荷容量        22.2kW（1基あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(5) サージタンク（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        2 

容  量        1 m3（1基あたり） 

最高使用圧力      0.15MPa 

最高使用温度      95℃ 

胴内径         1000mm 

胴板厚さ        6mm 

上部鏡板厚さ      6mm 

下部鏡板厚さ      6mm  

高さ          1900mm 

胴板材料        SS400 

上部鏡板材料      SS400 

下部鏡板材料      SS400 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.2.2 2号機使用済燃料プール冷却系の主要仕様 

（中略） 

(3) 二次系ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        80m3/h（1台あたり） 

揚  程        20m 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      70℃ 

負荷容量        7.5kW（1台あたり） 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(4) エアフィンクーラ（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        3 

交換熱量        0.435MW（1基あたり） 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      60℃ 

負荷容量        22.2kW（1基あたり） 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(5) サージタンク（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        2 

容  量        1 m3（1基あたり） 

最高使用圧力      0.15MPa 

最高使用温度      95℃ 

胴内径         1000mm 

胴板厚さ        6mm 

上部鏡板厚さ      6mm 

下部鏡板厚さ      6mm  

高さ          1900mm 

胴板材料        SS400 

上部鏡板材料      SS400 

下部鏡板材料      SS400 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

（中略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

7 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(7) 消防車 

  基  数        1 

  規格放水圧力      0.7MPa以上 

  放水性能        60m3/h以上 

  高圧放水圧力      1.0MPa以上 

  放水性能        36m3/h以上 

燃料タンク容量，消費量 約 63ｌ（参考値），約 37ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備および使用済燃料共用プール設備と共用 

 

(8) 電動ポンプ(完成品) 

  台  数        1 

  容  量        72m3/h 

  揚  程        85m 

  負荷容量        37kW 

  ※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

（中略） 

(10) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（二次系） 

  台  数        1 

  容  量        200kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 消防車 

  基  数        1 

  規格放水圧力      0.7MPa以上 

  放水性能        60m3/h以上 

  高圧放水圧力      1.0MPa以上 

  放水性能        36m3/h以上 

燃料タンク容量，消費量 約 63ｌ（参考値），約 37ｌ/h（参考値） 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備および使用済燃料共用プール設備と共用 

 

(8) 電動ポンプ(完成品) 

  台  数        1 

  容  量        72m3/h 

  揚  程        85m 

  負荷容量        37kW 

  ※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

（中略） 

(10) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（二次系） 

  台  数        1 

  容  量        200kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

※１，２号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 

12



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

8 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3.2.3 3号機使用済燃料プール冷却系の主要仕様 

(1) 一次系ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        100m3/h（1台あたり） 

揚  程        60m 

 最高使用圧力      1.0MPa 

 最高使用温度      100℃ 

 負荷容量        30kW（1台あたり） 

 

(2) 熱交換器（完成品） 

型  式        プレート式 

基  数        2 

伝熱面積        32.86m2（1基あたり） 

（交換熱量）      （1.17MW／基） 

最高使用圧力      一次側 1.0MPa，二次側 0.5MPa 

最高使用温度      一次側 100℃，二次側 100℃ 

 

(3) 二次系ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        80m3/h（1台あたり） 

揚  程        20m 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      70℃ 

負荷容量        7.5kW（1台あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(4) エアフィンクーラ（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        3 

交換熱量        0.435MW（1基あたり） 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度 60℃ 

負荷容量        22.2kW（1基あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(5) サージタンク（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        2 

容  量        1 m3（1基あたり） 

最高使用圧力      0.15MPa 

最高使用温度      95℃ 

胴内径         1000mm 

胴板厚さ        6mm 

上部鏡板厚さ      6mm 

下部鏡板厚さ      6mm  

高さ          1900mm 

胴板材料        SS400 

上部鏡板材料      SS400 

下部鏡板材料      SS400 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

 

（記載削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の削除 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

9 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(6) 温度計 

  型  式      熱電対 

  計測範囲     0℃～100℃ 

  個  数    1 

 

(7) 消防車 

  基  数    1 

規格放水圧力      0.7MPa以上 

  放水性能    60m3/h以上 

  高圧放水圧力      1.0MPa以上 

  放水性能        36m3/h以上  

  燃料タンク容量，消費量 約 63ｌ（参考値），約 37ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備および使用済燃料共用プール設備と共用 

 

(8) 電動ポンプ(完成品) 

  台  数    1 

  容  量    72m3/h 

  揚  程    85m 

  負荷容量        37kW 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(9) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（一次系） 

  台  数        1 

  容  量        270kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 490ｌ（参考値），約 45.7ｌ/h（参考値） 

 

(10) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（二次系） 

  台  数        1 

  容  量        200kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

10 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

表２．３－３ 主要配管仕様 

名 称 仕 様 

一次系主要配管 呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

100℃ 

二次系主要配管 呼び径／厚さ 

 

 

 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80 

65A／Sch.40 

80A／Sch.40 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

0.5MPa/0.15MPa 

100℃/60℃ 

二次系ポリエチレン管 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A，150A相当 

ポリエチレン 

0.5MPa 

40℃ 

一次系主要配管からモバイ

ル式処理装置入口，出口まで

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

100A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

66℃ 

一次系主要配管からモバイ

ル式処理装置入口，出口まで

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A，80A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

モバイル式処理装置（塩分除

去装置（RO 膜装置））濃縮水

タンク出口から３号機廃棄

物処理建屋地下排水口まで

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

 

 

 

 

 

（記載削除） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

11 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3.3 添付資料 

添付資料－１  使用済燃料プール概要図 

添付資料－２  使用済燃料プール冷却系系統概略図 

添付資料－３  漏えい拡大防止設備概要図 

添付資料－４  セシウム溶液の大気中へのセシウム移行率確認試験 

添付資料－５  使用済燃料プール保有水から大気への放射性物質の移行程度の評価 

添付資料－６  使用済燃料プール水の塩化物イオン濃度の目標値について 

添付資料－７  使用済燃料プールの構造強度及び耐震性に関する説明書 

添付資料－８  １～３号機使用済燃料プール循環冷却系及び４号機使用済燃料プール循環系の新設

設備の構造強度及び耐震性に係る説明書 

添付資料－９  使用済燃料プール冷却系機能喪失評価 

添付資料－１０ 使用済燃料プール（SFP）水温及び水位変化 

添付資料－１１ 有効燃料頂部＋２ｍにおける線量評価 

添付資料－１２ 使用済燃料プール浄化装置について 

添付資料－１３ １～３号機使用済燃料プール循環冷却系二次系設備の共用化について 

添付資料－１４ ４号機使用済燃料プール循環系について 

 

2.3.3 添付資料 

添付資料－１  使用済燃料プール概要図 

添付資料－２  使用済燃料プール冷却系系統概略図 

添付資料－３  漏えい拡大防止設備概要図 

添付資料－４  セシウム溶液の大気中へのセシウム移行率確認試験 

添付資料－５  使用済燃料プール保有水から大気への放射性物質の移行程度の評価 

添付資料－６  使用済燃料プール水の塩化物イオン濃度の目標値について 

添付資料－７  使用済燃料プールの構造強度及び耐震性に関する説明書 

添付資料－８  １，２号機使用済燃料プール循環冷却系及び３，４号機使用済燃料プール循環系の新

設設備の構造強度及び耐震性に係る説明書 

添付資料－９  使用済燃料プール冷却系機能喪失評価 

添付資料－１０ 使用済燃料プール（SFP）水温及び水位変化 

添付資料－１１ 有効燃料頂部＋２ｍにおける線量評価 

添付資料－１２ 使用済燃料プール浄化装置について 

添付資料－１３ １，２号機使用済燃料プール循環冷却系二次系設備の共用化について 

添付資料－１４ ３，４号機使用済燃料プール循環系について 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―２ 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 3号機使用済燃料プール冷却系系統概略図 

添付資料―２ 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 3号機使用済燃料プール循環系系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 
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※二次系設備は 1～3号機で共用 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―３ 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 3 号機使用済燃料プール冷却系  

漏えい拡大防止設備概要図（3号機 廃棄物処理建屋 1FL） 

 

 

 

 

添付資料―３ 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 3 号機使用済燃料プール循環系  

漏えい拡大防止設備概要図（3号機 廃棄物処理建屋 1FL） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機廃棄物処理建屋

 

 

電動弁
（MO-F004B）

漏えい時に考慮する
床面

建屋壁等

スロープ、堰等

電動弁
（MO-F001）

電動弁
（MO-F004A）

空気作動弁（AO-F015）

出口ストレーナ（29B）フランジ部 

 

フローグラス（FG101B）取付部

熱交換器ユニット

※漏えい水は約 41.5t、漏えい時に

考慮する床面積約 418m
2
から漏えい

時の 3 号機廃棄物処理建屋における
漏えい水高さは約 10cm となる。
電動弁、空気作動弁はこれより高い
位置に設置されており、漏えい水が
弁の作動に影響を与えることはない
と考えられる。

３号機廃棄物処理建屋

二次系共用設備 

 

 

電動弁
（MO-F004B）

漏えい時に考慮する
床面

建屋壁等

スロープ、堰等

電動弁
（MO-F001）

電動弁
（MO-F004A）

空気作動弁（AO-F015）

出口ストレーナ（29B）フランジ部 

 

フローグラス（FG101B）取付部

熱交換器ユニット

※漏えい水は約 41.5t、漏えい時に

考慮する床面積約 418m
2
から漏えい

時の 3 号機廃棄物処理建屋における
漏えい水高さは約 10cm となる。
電動弁、空気作動弁はこれより高い
位置に設置されており、漏えい水が
弁の作動に影響を与えることはない
と考えられる。
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－８ 

 

１～３号機使用済燃料プール循環冷却系及び４号機使用済燃料プール循環系の 

新設設備の構造強度及び耐震性に係る説明書 

1. ポンプ 

（中略） 

1.5 １～３号機二次系共用ポンプ 

（１）構造強度 

１～３号機二次系共用ポンプについては，系統最高使用圧力 0.5MPa に対し，工場にて 0.75MPa の

水圧試験を実施し，漏えい等の異常がないことを確認している。 

以上のことから，１～３号機二次系共用ポンプについては，通常運転時の内圧に十分耐えうる構造

強度を有していると判断する。 

 

（２）耐震性 

１～３号機二次系共用ポンプについては，屋外に鋼製架台を設置し，架台にボルトで固定すること

で転倒防止策を講じている。これを踏まえ，耐震性の評価としてボルトの強度が確保されることの評

価を行った。 

なお，評価においては水平方向震度を耐震Bクラス相当の評価である0.36G とし，耐震設計審査指

針上の耐震Bクラス相当の評価を行った。 

（中略） 

2. タンク 

2.1 １～３号機二次系共用サージタンク 

（１）構造強度 

１～３号機二次系共用サージタンクについては，タンク最高使用圧力 0.15MPa に対し，工場にて

0.23MPaの水圧試験を実施し，漏えい等の異常がないことを確認している。 

以上のことから，１～３号機二次系共用サージタンクについては，通常運転時の内圧に十分耐えう

る構造強度を有していると判断する。 

 

（２）耐震性 

１～３号機二次系共用サージタンクについては，屋外に鋼製架台を設置し，架台にボルトで固定す

ることで転倒防止策を講じている。また，１～３号機二次系共用サージタンクについては，胴板部及

びスカート部に地震による応力が作用する。これを踏まえ，耐震性の評価としてボルト，胴板部及び

スカート部の強度が確保されることの評価を行った。 

なお，評価においては水平方向震度を耐震Bクラス相当の評価である0.36G とし，耐震設計審査指

針上の耐震Bクラス相当の評価を行った。 

（中略） 

4.3 ３号機配管 

（１）構造強度 

３号機一次系／二次系鋼管については，「設計・建設規格（2007年追補版）」に基づき，系統最高

使用圧力に対して十分な厚さを有していることを確認しており，使用済燃料プール循環冷却系におけ

る使用条件に対し，十分な構造強度を有していると評価している（下表参照）。また，系統機能試験

時に 0.9MPa（一次系），0.353～0.355MPa（二次系）で漏えい確認を実施し，漏えい等の異常がない

ことを確認していることから，必要な構造強度を有しているものと判断する。 

３号機一次系／二次系鋼管の構造強度評価結果 

名称 公称肉厚[mm] 必要最小厚さ[mm] 

３号機 

一次系ライン 

6.0 3.4 

7.1 3.8 

8.2 3.8 

３号機二次系ライン 
7.1 3.8 

8.2 3.8 

 

 

添付資料－８ 

 

１，２号機使用済燃料プール循環冷却系及び３，４号機使用済燃料プール循環系の 

新設設備の構造強度及び耐震性に係る説明書 

1. ポンプ 

（中略） 

1.5 １，２号機二次系共用ポンプ 

（１）構造強度 

１，２号機二次系共用ポンプについては，系統最高使用圧力 0.5MPa に対し，工場にて 0.75MPa の

水圧試験を実施し，漏えい等の異常がないことを確認している。 

以上のことから，１，２号機二次系共用ポンプについては，通常運転時の内圧に十分耐えうる構造

強度を有していると判断する。 

 

（２）耐震性 

１，２号機二次系共用ポンプについては，屋外に鋼製架台を設置し，架台にボルトで固定すること

で転倒防止策を講じている。これを踏まえ，耐震性の評価としてボルトの強度が確保されることの評

価を行った。 

なお，評価においては水平方向震度を耐震Bクラス相当の評価である0.36G とし，耐震設計審査指

針上の耐震Bクラス相当の評価を行った。 

（中略） 

2. タンク 

2.1 １，２号機二次系共用サージタンク 

（１）構造強度 

１，２号機二次系共用サージタンクについては，タンク最高使用圧力 0.15MPa に対し，工場にて

0.23MPaの水圧試験を実施し，漏えい等の異常がないことを確認している。 

以上のことから，１，２号機二次系共用サージタンクについては，通常運転時の内圧に十分耐えう

る構造強度を有していると判断する。 

 

（２）耐震性 

１，２号機二次系共用サージタンクについては，屋外に鋼製架台を設置し，架台にボルトで固定す

ることで転倒防止策を講じている。また，１，２号機二次系共用サージタンクについては，胴板部及

びスカート部に地震による応力が作用する。これを踏まえ，耐震性の評価としてボルト，胴板部及び

スカート部の強度が確保されることの評価を行った。 

なお，評価においては水平方向震度を耐震Bクラス相当の評価である0.36G とし，耐震設計審査指

針上の耐震Bクラス相当の評価を行った。 

（中略） 

4.3 ３号機配管 

（１）構造強度 

３号機一次系鋼管については，「設計・建設規格（2007年追補版）」に基づき，系統最高使用圧力に

対して十分な厚さを有していることを確認しており，使用済燃料プール循環系における使用条件に対

し，十分な構造強度を有していると評価している（下表参照）。また，系統機能試験時に 0.9MPa（一

次系）で漏えい確認を実施し，漏えい等の異常がないことを確認していることから，必要な構造強度

を有しているものと判断する。 

３号機一次系鋼管の構造強度評価結果 

名称 公称肉厚[mm] 必要最小厚さ[mm] 

３号機 

一次系ライン 

6.0 3.4 

7.1 3.8 

8.2 3.8 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

4.6 １～３号機二次系共用配管 

（１）構造強度 

１～３号機二次系共用配管については，「設計・建設規格（2007年追補版）」に基づき，系統最高

使用圧力に対して十分な厚さを有していることを確認しており，使用済燃料プール循環冷却系におけ

る使用条件に対し，十分な構造強度を有していると評価している（下表参照）ことから，必要な構造

強度を有しているものと判断する。 

 

PS

PD
t

8.02

0





  （4.10） 

 

 

 

 

 

 

 
１～３号機二次系共用配管の構造強度評価結果 

名称 公称肉厚[mm] 必要最小厚さ[mm] 

１～３号機共用 

二次系ライン 

5.5 2.4 

5.2 2.7 

5.5 3.0 

6.0 3.4 

7.1 3.8 

 

 

（２）耐震性 

１～３号機二次系共用配管の耐震性について，定ピッチスパン法を用いて評価を行った結果を示

す。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6 １，２号機二次系共用配管 

（１）構造強度 

１，２号機二次系共用配管については，「設計・建設規格（2007年追補版）」に基づき，系統最高使

用圧力に対して十分な厚さを有していることを確認しており，使用済燃料プール循環冷却系における

使用条件に対し，十分な構造強度を有していると評価している（下表参照）ことから，必要な構造強

度を有しているものと判断する。 

 

PS

PD
t

8.02

0





  （4.10） 

 

 

 

 

 

 

 
１，２号機二次系共用配管の構造強度評価結果 

名称 公称肉厚[mm] 必要最小厚さ[mm] 

１，２号機共用 

二次系ライン 

5.5 2.4 

5.2 2.7 

5.5 3.0 

6.0 3.4 

7.1 3.8 

 

 

（２）耐震性 

１，２号機二次系共用配管の耐震性について，定ピッチスパン法を用いて評価を行った結果を示す。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 

t：管の計算上必要な厚さ[mm] 

P：最高使用圧力[MPa] 

D0：管の外径[mm] 

S：最高使用温度における「設計・建設規格 付

録材料図 表 Part5 表 5」に規定する材料

の許容引張応力[MPa] 

η：長手継手の効率で，「設計・建設規格 

PVD-3110」に定めるところによる。 

t：管の計算上必要な厚さ[mm] 

P：最高使用圧力[MPa] 

D0：管の外径[mm] 

S：最高使用温度における「設計・建設規格 付

録材料図 表 Part5 表 5」に規定する材料

の許容引張応力[MPa] 

η：長手継手の効率で，「設計・建設規格 

PVD-3110」に定めるところによる。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

4.7 １～３号機二次系共用ポリエチレン管 

（中略） 

5. エアフィンクーラ 

5.1 １～３号機共用エアフィンクーラ 

（１）構造強度 

１～３号機共用エアフィンクーラについては，系統最高使用圧力 0.5MPaに対し，工場にて 0.63MPa

の気圧試験を実施し，漏えい等の異常がないことを確認している。 

以上のことから，１～３号機共用エアフィンクーラについては，通常運転時の内圧に十分耐えうる

構造強度を有していると判断する。 

 

（２）耐震性 

１～３号機共用エアフィンクーラについては，屋外に敷鉄板を設置し，敷鉄板にボルトで固定する

ことで転倒防止策を講じている。これを踏まえ，耐震性の評価としてボルトの強度が確保されること

の評価を行った。 

なお，評価においては水平方向震度を耐震Bクラス相当の評価である0.36G とし，耐震設計審査指

針上の耐震Bクラス相当の評価を行った。 

（中略） 

6. 二次系共用の各設備の設置場所における地盤支持力 

二次系共用の各設備の設置場所における地盤については，地盤支持力の評価を行い（下表参照），

地震時において，各設備の鉛直荷重に対して十分な支持力を有していることを確認した。 

（中略） 

設備の設置場所における地盤支持力の評価結果 

評価対象機器 水平震度 
鉛直荷重

[kN] 

許容支持力

[kN] 

１～３号機二次系共用ポンプ※ 0.3 232 11762 

１～３号機二次系共用サージタンク※ 0.3 232 11762 

１～３号機二次系共用エアフィンクーラ 0.3 515 40070 

※１～３号機二次系共用ポンプ及び１～３号機二次系共用サージタンクは同一の鋼製架台上に設置

されているため，評価結果は同じ値となる。 

 

4.7 １，２号機二次系共用ポリエチレン管 

（中略） 

5. エアフィンクーラ 

5.1 １，２号機共用エアフィンクーラ 

（１）構造強度 

１，２号機共用エアフィンクーラについては，系統最高使用圧力 0.5MPaに対し，工場にて 0.63MPa

の気圧試験を実施し，漏えい等の異常がないことを確認している。 

以上のことから，１，２号機共用エアフィンクーラについては，通常運転時の内圧に十分耐えうる

構造強度を有していると判断する。 

 

（２）耐震性 

１，２号機共用エアフィンクーラについては，屋外に敷鉄板を設置し，敷鉄板にボルトで固定する

ことで転倒防止策を講じている。これを踏まえ，耐震性の評価としてボルトの強度が確保されること

の評価を行った。 

なお，評価においては水平方向震度を耐震Bクラス相当の評価である0.36G とし，耐震設計審査指

針上の耐震Bクラス相当の評価を行った。 

（中略） 

6. 二次系共用の各設備の設置場所における地盤支持力 

二次系共用の各設備の設置場所における地盤については，地盤支持力の評価を行い（下表参照），地

震時において，各設備の鉛直荷重に対して十分な支持力を有していることを確認した。 

（中略） 

設備の設置場所における地盤支持力の評価結果 

評価対象機器 水平震度 
鉛直荷重

[kN] 

許容支持力

[kN] 

１，２号機二次系共用ポンプ※ 0.3 232 11762 

１，２号機二次系共用サージタンク※ 0.3 232 11762 

１，２号機二次系共用エアフィンクーラ 0.3 515 40070 

※１，２号機二次系共用ポンプ及び１，２号機二次系共用サージタンクは同一の鋼製架台上に設置

されているため，評価結果は同じ値となる。 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－９ 

 

使用済燃料プール冷却系機能喪失評価 

 

（中略） 

 

(3) 評価条件及び評価結果 

（中略） 

b. 評価結果 

使用済燃料プール冷却系が機能喪失している間，使用済燃料プール水位が水遮へいが有効とさ

れる有効燃料頂部＋２ｍに至るまでの期間は以下の通りとなる。 

1号機：約 203日， 2号機：約 98日， 3号機：約 115日 

（中略） 

(5) 非常用注水設備の代替注水手段 

地震・津波等により，非常用注水設備の使用が困難な場合，ろ過水タンク西側（T.P.約 39m）に待

機しているコンクリートポンプ車等を用いて使用済燃料プールを冷却する。 

コンクリートポンプ車の使用が困難な２号機においては，消防ホースを使用済燃料プールまで敷設

し，消防車による直接注水を行うことで，使用済燃料プールを冷却する。 

燃料取り出し用カバー設置後の３号機においては，カバー南側面に設ける注水口を通じてコンクリ

ートポンプ車による注水を行う。注水口は受け口及び注水配管により構成され，受け口はコンクリー

トポンプ車先端の位置を合わせやすくするために設置する。 

なお，注水口には弁を設けず，常に使用済燃料プールへの注水が可能な設計とする。 

コンクリートポンプ車の仕様，３号機注水口（受け口・注水配管）の仕様及び概略図を以下に示す。 

 

コンクリートポンプ車 

台  数            1 

アーム長さ         62m以上 

容  量    160m3/h以上 

燃料タンク容量，消費量     約 500ｌ（参考値），約 20ｌ/h（参考値） 

   

３号機受け口 

台  数            1 

材  質          炭素鋼 

概略寸法          約 3.5m×約 1m（開口部幅×開口部奥行） 

約 1.7m（高さ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－９ 

 

使用済燃料プール冷却系機能喪失評価 

 

（中略） 

 

(3) 評価条件及び評価結果 

（中略） 

b. 評価結果 

使用済燃料プール冷却系が機能喪失している間，使用済燃料プール水位が水遮へいが有効とさ

れる有効燃料頂部＋２ｍに至るまでの期間は以下の通りとなる。 

1号機：約 203日， 2号機：約 98日 

（中略） 

(5) 非常用注水設備の代替注水手段 

地震・津波等により，非常用注水設備の使用が困難な場合，コンクリートポンプ車，又は高所送水

車等を用いて使用済燃料プールを冷却する。 

コンクリートポンプ車の使用が困難な２号機においては，消防ホースを使用済燃料プールまで敷設

し，消防車による直接注水を行うことで，使用済燃料プールを冷却する。 

 

 

 

 

 

コンクリートポンプ車，又は高所送水車 

台  数            1 

 

コンクリートポンプ車 

アーム長さ         62m以上 

容  量    160m
3
/h以上 

燃料タンク容量，消費量     約 500ｌ（参考値），約 20ｌ/h（参考値） 

   

高所送水車 

アーム長さ         40ｍ以上 

 

消防車 

※１～２号機使用済燃料プール循環冷却設備および使用済燃料共用プール設備 

 と共用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール内の

燃料取出し完了に伴う記載の

削除 

 

高所送水車配備に伴う記載の

変更 

 

３号機使用済燃料プール内の

燃料取出し完了に伴う記載の

削除 

 

高所送水車配備に伴う記載の

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表－１ ３号機注水配管仕様 

名 称 仕 様 

注水配管（鋼管） 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

200A／Sch.40 

STPG370 

静水頭 

40℃ 

注水配管（フレキシブル

チューブ） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

200A相当 

SUS316L 

静水頭 

40℃ 

注水配管（ポリエチレン

管） 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

200A相当 

ポリエチレン 

静水頭 

40℃ 

 

 

 
図－１ ３号機注水口概略図 

 

(6) ３号機注水口について 

a. 規格・基準等 

３号機注水口は，設計，製作及び検査について以下の規格の準拠等により信頼性を確保する。 

・日本産業規格（JIS 規格） 

・ISO規格 

・JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012年，日本機械学会） 

・JEAG 4601 原子力発電所耐震設計技術指針（1987年，日本電気協会） 

・JEAC 4601 原子力発電所耐震設計技術規程（2008年，日本電気協会） 

・鋼構造設計規準（2005年，日本建築学会） 

b. 構造強度 

注水口は，弁を設置しないため水を貯めることを想定していないが，水を貯めた場合の静水圧

に対して十分な強度を有することを確認する。 

注水口のうち受け口については，水を貯めた試験条件にて有意な変形や漏えい等のないことを

確認する。 

注水口のうちフレキシブルチューブ，ポリエチレン管については，水を貯めた場合の静水圧を

超える圧力にて耐圧試験を実施し，有意な変形や漏えい等のないことを確認する。 

注水口のうち鋼管については，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」に基

づく必要肉厚（3.8mm）を有していることを確認する。 

 

 

 

（記載の削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール内の

燃料取出し完了に伴う記載の

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 

23



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

c. 耐震性 

注水口の耐震性については，耐震設計技術指針における燃料プール水補給設備としてＳクラス

相当での評価を行う。なお，注水口は水を貯めることを想定していないため，地震時に受ける荷

重は相対的に小さい。 

注水口のうち受け口の耐震性については，「g. 受け口の強度設計」に示す通り，Ｓクラス相当

の耐震性を有する。フレキシブルチューブ，ポリエチレン管は，可撓性により耐震性を確保する。

鋼管は，定ピッチスパン法により剛設計となるサポート間隔とする。 

なお，注水口の重量は燃料取り出し用カバーの重量に比べ十分小さいため，実施計画Ⅱ.2.11

に記載している燃料取り出し用カバーの耐震性評価への影響はない。 

 

d. 自然災害対策等 

(a) 豪雨 

注水口は，一部を屋外に据え付ける設備であるが，ポンプ・電動弁等の電動機器を使用する設

備ではないため，豪雨により注水口の機能を失う恐れはない。 

また，豪雨による雨水は注水口を通じて使用済燃料プールへ流入するが，受け口の開口面積に

年間降雨量を乗じても年間の流入量は 10m3以下であり，使用済燃料プールの容量（約 1400m3）に

対して十分小さく，使用済燃料プールへの影響は僅かである。 

なお，燃料取り出し用カバーが設置されておらず使用済燃料プールへ雨水が直接流入する期間

においても，使用済燃料プールの水質管理・冷却運転に支障は生じていない。 

 

(b) 津波 

注水口は，燃料取り出し用カバーに取り付ける設備であり，その位置は T.P.38m付近であるた

め，東北地方太平洋沖地震津波相当の津波により注水口が被水する恐れはない。 

なお,燃料取り出し用カバーの脚部は津波を被水する恐れがある。燃料取り出し用カバーは鉄

骨構造と鋼製の外装材により構成されているが，閉空間になっておらず，津波襲来時には，水は

燃料取り出し用カバーの裏側に回り込み，津波による波圧は生じにくい。 

 

(c) 火災 

注水口は，ポンプ・電動弁等の動的機器を使用する設備ではないため，火災の発生要因となる

恐れはない。 

 

(d) 強風・竜巻 

注水口は，風の影響を受ける受け口部について，建築基準法施行令に準拠した風圧力に対し設

計している。詳細は「g. 受け口の強度設計」に示す。 

万が一，強大な竜巻により注水口が損傷した場合，原子炉建屋及び廃棄物処理建屋に設置して

いる使用済燃料プール循環冷却系の一次系配管が損傷する可能性は低いため，消防車等の非常用

注水設備を用いて注水を実施する。さらに一次系配管も同時に損傷した場合は，配管補修，注水

口補修，燃料取り出し用カバー撤去等の対応策から速やかに出来るものを実施し，非常用注水設

備またはコンクリートポンプ車を用いて注水を実施する。 

なお，使用済燃料プール循環冷却系の機能喪失後，崩壊熱による使用済燃料プール水の蒸発に

より，使用済燃料プール水位が有効燃料頂部＋２ｍに到達するまでの期間は「（3）評価条件及び

評価結果」に示す通りであり，対応のための十分な時間的余裕がある。 

 

e. 環境条件対策 

注水口は，耐食性を考慮した設計とする。注水口のうち受け口は，防食加工した炭素鋼を使用

し，注水配管は，ポリエチレン管，十分な肉厚を有する炭素鋼の鋼管，ステンレス（SUS316L）

のフレキシブルチューブを使用する。 

 

f. 小動物侵入防止対策 

受け口部に鳥類が営巣し，注水時の障害となる恐れがあることから，受け口部にネット等の侵

入防止を設置する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

g. 受け口の強度設計 

受け口について，強風・地震に対する許容応力度設計を実施する。 

(a) 使用材料の許容応力度 

使用材料の許容応力度を表－２に示す。 

表－２ 使用材料の許容応力度 

板厚 材料 
基準強度 F 

(N/mm2) 
許容応力度 

T≦40mm SS400，STKR400 235 
「鋼構造設計基準」に従い，

左記 Fの値より求める 

 

(b) 荷重及び荷重組合せ 

・鉛直荷重（VL） 

受け口の固定荷重を考慮する。 

・風圧力（WL） 

風圧力は，建築基準法施行令第 87条に基づき，基準風速を 30m/s，地表面粗度区分Ⅱとし

て算定し，2180N/m2とする。この値は，実施計画Ⅱ.2.11 にて燃料取り出し用カバーの外装

材妻壁の評価に用いる値である。 

・地震荷重（K） 

ＮＳ方向の震度 1.5,ＥＷ方向の震度 1.0,ＵＤ方向の震度 1.5として地震荷重を考慮する。

この値は，解放基盤表面位置に基準地震動 Ss-1,Ss-2 及び Ss-3 を入力して得られる門型架

構の応答加速度（実施計画Ⅱ.2.11参照）を包含する値である。 

・荷重組合せ 

荷重組合せを表－３に示す。 

 

表－３ 受け口の荷重組合せ 

状態 荷重ケース 荷重組合せ 許容応力度 

強風時 
W1 VL＋WL(NS) 

短期 
W2 VL＋WL(EW) 

地震時 
E1 VL＋K(NS＋UD) 

E2 VL＋K(EW＋UD) 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(c) 検討結果 

図－２に断面検討を行う部位，表－４に各部位の応力度比が最大となる検討結果を示す。断面

検討の結果，全ての部材に対する応力度比が１以下になることを確認した。 

 

 
図－２ 断面検討を行う部位 

 

表－４ 断面検討結果 

部位
＊1
 

部材形状 

<使用材料> 

荷
重
ケ
ー
ス 

作用応力度 

(N/mm
2
) 

許容応力度 

(N/mm
2
) 

応力 

度比 
判定 

軸力 

曲げ 

軸力 

曲げ 

強

軸 
弱軸 強軸 弱軸 

短

辺

梁 

① 

□-100×100 

×4.5 

<STKR400> 

E2 － 
34.

7 
5.7 － 235 235 0.18 O.K. 

長

辺

梁 

② 

□-100×100 

×4.5 

<STKR400> 

W1 － 
30.

3 
10.5 － 235 235 0.18 O.K. 

縦

材 
③ 

H-194×150 

×6×9 

<SS400> 

E2 
1.8 

(圧縮) 

14.

5 
60.7 

113 

(圧縮) 
231 235 0.34 O.K. 

＊１：①～③は断面検討箇所を示す 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

h. 確認事項 

３号機注水口の構造強度及び機能・性能に関する確認事項を表－５に示す。 

 

表－５ 確認事項 

確認事項 
確認 
項目 

確認内容 判定 

構造強度 
・耐震性 

材料 
確認 

実施計画に記載した主な材料を確
認する。 実施計画のとおりであること。 

寸法 
確認 

【鋼管・ポリエチレン管】 
実施計画に記載した主要寸法を確
認する。 
【フレキシブルチューブ】 
指定のサイズ（呼び径）であるこ
とを確認する。 

【鋼管・ポリエチレン管】 
実施計画のとおりであること。 
【フレキシブルチューブ】 
指定のサイズ（呼び径）である
こと。 

外観 
確認 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付 
確認 

機器の据付位置・据付状態を確認
する。 

計画のとおり施工・据付されて
いること。 

耐圧・ 
漏えい 
確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の
変形等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

機能 
・性能 

機能 
確認 

使用済燃料プールへ注水できるこ
とを確認する。 

流路が確保されていること。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１０ 

 

使用済燃料プール（ＳＦＰ）水温及び水位変化 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 ３号機使用済燃料プール（SFP）水温及び水位変化 

 

添付資料－１０ 

 

使用済燃料プール（ＳＦＰ）水温及び水位変化 

（中略） 

（記載の削除） 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール内の

燃料取出し完了に伴う水温及

び水質変化図の削除 
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1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１２  別紙（１） 

 

（中略） 

 

 
 

図２ モバイル式処理装置（塩分除去装置）配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－１２  別紙（１） 

 

（中略） 

 

 
 

図２ モバイル式処理装置（塩分除去装置）配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別紙（６） 

 

（中略） 

 
 

図 3 3号機使用済燃料プール冷却系系統概略図 （モバイル式処理装置運転中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙（６） 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3 3号機使用済燃料プール循環系系統概略図（モバイル式処理装置運転中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う系統概略図の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 
図４ ４号機使用済燃料プール冷却系系統概略図 （モバイル式処理装置運転中） 

 

 

 

 

 

 
図４ ４号機使用済燃料プール循環系系統概略図 （モバイル式処理装置運転中） 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う系統概略図の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１３ 

 

１～３号機使用済燃料プール循環冷却系二次系設備の共用化について 

 

1．はじめに 

 １～３号機使用済燃料プール内燃料から発生する崩壊熱を安定的に除去することが可能な１～３号

機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備（以下，「二次系共用設備」という。）を配備する。 

 

2．基本方針 

2.1 設置の目的 

１～３号機使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ放

出し，使用済燃料プール水の冷却を行う。 

 

2.2 設計方針 

(1) 冷却機能 

１～３号機使用済燃料プール内燃料から発生する崩壊熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ放出

し，使用済燃料プール水を冷却できる設計とする。 

（中略） 

2.5 共用に対する設計上の考慮 

二次系共用設備のうち動的機器及び駆動電源は，１系列以上を予備とすることで多重性を備えた設計

とする。また，外部電源が喪失した場合でも，所内共通ディーゼル発電機又は専用のディーゼル発電機

から電源を供給し，冷却機能を確保できる設計とする。 

１系列で１～３号機使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊熱を全て除去することが可能な設

計とする。 

（中略） 

別紙 

(1)１～３号機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備に係る確認事項 

 

以上 

 

別紙（１） 

 

１～３号機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備に係る確認事項 

 

１～３号機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備の構造強度及び機能・性能に関する確認事項

を表－１～６に示す。１～３号機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備で扱う液体の放射能濃度

は 37kBq/cm3以下である。 

（以下，省略） 

 

 

添付資料－１３ 

 

１，２号機使用済燃料プール循環冷却系二次系設備の共用化について 

 

1．はじめに 

 １，２号機使用済燃料プール内燃料から発生する崩壊熱を安定的に除去することが可能な１，２号機

使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備（以下，「二次系共用設備」という。）を配備する。 

 

2．基本方針 

2.1 設置の目的 

１，２号機使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ放出

し，使用済燃料プール水の冷却を行う。 

 

2.2 設計方針 

(1) 冷却機能 

１，２号機使用済燃料プール内燃料から発生する崩壊熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ放出

し，使用済燃料プール水を冷却できる設計とする。 

（中略） 

2.5 共用に対する設計上の考慮 

二次系共用設備のうち動的機器及び駆動電源は，１系列以上を予備とすることで多重性を備えた設計

とする。また，外部電源が喪失した場合でも，所内共通ディーゼル発電機又は専用のディーゼル発電機

から電源を供給し，冷却機能を確保できる設計とする。 

１系列で１，２号機使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊熱を全て除去することが可能な設計

とする。 

（中略） 

別紙 

(1)１，２号機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備に係る確認事項 

 

以上 

 

別紙（１） 

 

１，２号機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備に係る確認事項 

 

１，２号機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備の構造強度及び機能・性能に関する確認事項

を表－１～６に示す。１，２号機使用済燃料プール循環冷却系二次系共用設備で扱う液体の放射能濃度

は 37kBq/cm3以下である。 

（以下，省略） 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１４ 

 

４号機使用済燃料プール循環系について 

 

1．はじめに 

 ４号機は使用済燃料プール内の全燃料を取り出しており，崩壊熱を除去する必要はないが，使用済燃

料プール内の放射化された機器等を貯蔵するため４号機使用済燃料プール循環系として，既存の４号機

使用済燃料プール循環冷却設備一次系を使用する。 

 

2．基本設計 

（中略） 

2.7.3 豪雨 

使用済燃料プール循環系設備は４号機原子炉建屋及び廃棄物処理建屋の屋内に設置されており，雨水

の系統への浸入を防止する構造としている。 

 

2.7.4 強風（台風・竜巻） 

使用済燃料プール循環系設備は４号機原子炉建屋及び廃棄物処理建屋の屋内に設置されており，強風

に耐えうる構造としている。 

（中略） 

3．使用済燃料プール循環系設備の具体的な安全確保策 

（中略） 

3.1 環境条件対策 

（中略） 

(3) 凍結 

使用済燃料プール循環系設備は４号機原子炉建屋及び廃棄物処理建屋の屋内に設置されており，使用

済燃料プール水を循環する過程では，水が流れているため凍結の恐れはない。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－１４ 

 

３，４号機使用済燃料プール循環系について 

 

1．はじめに 

 ３，４号機は使用済燃料プール内の全燃料を取り出しており，崩壊熱を除去する必要はないが，使用

済燃料プール内の放射化された機器等を貯蔵するため３，４号機使用済燃料プール循環系として，既存

の３，４号機使用済燃料プール循環冷却設備一次系を使用する。 

 

2．基本設計 

（中略） 

2.7.3 豪雨 

使用済燃料プール循環系設備は３，４号機原子炉建屋及び廃棄物処理建屋の屋内に設置されており，

雨水の系統への浸入を防止する構造としている。 

 

2.7.4 強風（台風・竜巻） 

使用済燃料プール循環系設備は３，４号機原子炉建屋及び廃棄物処理建屋の屋内に設置されており，

強風に耐えうる構造としている。 

（中略） 

3．使用済燃料プール循環系設備の具体的な安全確保策 

（中略） 

3.1 環境条件対策 

（中略） 

(3) 凍結 

使用済燃料プール循環系設備は３，４号機原子炉建屋及び廃棄物処理建屋の屋内に設置されており，

使用済燃料プール水を循環する過程では，水が流れているため凍結の恐れはない。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

冷却系二次系共用設備配管撤

去に伴う記載の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

4．基本仕様 

（現行記載無し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．基本仕様 

4.1 ３号機使用済燃料プール循環系の主要仕様 

(1) ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        100m3/h（1台あたり） 

揚  程        60m 

  最高使用圧力      1.0MPa 

  最高使用温度      100℃ 

  負荷容量        30kW（1台あたり） 

 

(2) 熱交換器（完成品） 

型  式        プレート式 

基  数        2 

最高使用圧力      一次側 1.0MPa 

最高使用温度      一次側 100℃ 

※３号機使用済燃料プールの冷却を行う必要がないが，使用済燃料プール水を循環させるためのバ

ウンダリを構成する。 

 

(3) モバイル式処理装置（塩分除去装置（RO膜装置））（完成品：供用中） 

（1～4号機共通） 

  系 列 数        1 

  処 理 量        約 4.2m3/h 

 

(4) モバイル式処理装置（塩分除去装置（イオン交換装置））（完成品：供用中） 

（1～4号機共通） 

  系 列 数        1 

  処 理 量        約 10m3/h 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号機使用済燃料プール循環

系の主要仕様について記載の

追加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載無し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１ ３号機使用済燃料プール循環系の主要配管仕様（１／２） 

名 称 仕 様 

一次系主要配管 呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

100℃ 

主要配管からモバイル式

処理装置入口，出口まで

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

100A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

66℃ 

主要配管からモバイル式

処理装置入口，出口まで

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A，80A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

モバイル式処理装置（塩

分除去装置（RO膜装置））

濃縮水タンク出口から３

号機廃棄物処理建屋地下

排水口まで（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

 

表－１ ３号機使用済燃料プール循環系の主要配管仕様（２／２） 

名 称 仕 様 

モバイル式処理装置（塩

分除去装置（RO膜装置））

内配管 

（1～4号機共通） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.10 

SUS304TP 

1.0MPa 

66℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

40A，50A相当 

ポリ塩化ビニル 

1.0MPa 

66℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

40A相当 

耐油性合成ゴム 

1.0MPa 

66℃ 

モバイル式処理装置（塩

分除去装置（イオン交換

装置））内配管 

（1～4号機共通） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.10 

SUS316TP 

1.0MPa 

66℃ 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 ２.３ 使用済燃料プール設備） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

4.1 4号機使用済燃料プール循環系の主要仕様 

（中略） 

表４．１－１ 主要配管仕様（１／２） 

（中略） 

表４．１－１ 主要配管仕様（２／２） 

（以下，省略） 

 

4.2 4号機使用済燃料プール循環系の主要仕様 

（中略） 

表－２ ４号機使用済燃料プール循環系の主要配管仕様（１／２） 

（中略） 

表－２ ４号機使用済燃料プール循環系の主要配管仕様（２／２） 

（以下，省略） 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

・本ページは，既に記載がある箇所を変更する 

際の記載フォーマット 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.15 放射線管理関係設備等） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.15 放射線管理関係設備等 

 

添付資料－２ 

 

モニタリングポストの配置図 

 

 

 
 

 

 

図２．１５－８ モニタリングポスト配置図 

 

2.15 放射線管理関係設備等 

 

添付資料－２ 

 

モニタリングポストの配置図 

 

 

 
 

 

 

図２．１５－８ モニタリングポスト配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺監視区域境界変更に伴う

変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.41 放射線物質分析・研究施設第 1棟） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.41 放射性物質分析・研究施設第 1棟 

 2.41.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.41.1.3.5 構造強度 

第1棟の建屋は「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会 2013年8月）」

に基づく。 

第 1棟の設備（機器，配管等）は「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC-1-2005（2007

年追補版含む。）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下「設計・建設規格」という。）に基づくが，これ

に該当しない設備（機器，配管等）については日本工業規格及び米国機械学会（ASME）規格に適合した

信頼性を有する材料・施工方法等に基づく。 

 

（中略） 

 

2.41.1.7 構造強度及び耐震性 

2.41.1.7.1 強度評価の基本方針 

第1棟の建屋の構造強度は「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会 

2013年8月）」に基づく。 

第 1 棟を構成する設備（機器，配管等）のうち，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関

する規則」において，クラス 3に位置付けられる機器，配管については，設計・建設規格に基づき設計・

製作・検査を行う。クラス 3に該当しない機器，配管等については日本工業規格及び米国機械学会（ASME）

規格に適合した信頼性を有する材料・施工方法等に基づく。 

2.41 放射性物質分析・研究施設第 1棟 

 2.41.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.41.1.3.5 構造強度 

第1棟の建屋は「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会 2013年8月）」

に基づく。 

第 1棟の設備（機器，配管等）は「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC-1-2005（2007

年追補版含む。）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下「設計・建設規格」という。）に基づくが，これ

に該当しない設備（機器，配管等）については日本産業規格及び米国機械学会（ASME）規格に適合した

信頼性を有する材料・施工方法等に基づく。 

 

（中略） 

 

2.41.1.7 構造強度及び耐震性 

2.41.1.7.1 強度評価の基本方針 

第1棟の建屋の構造強度は「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会 

2013年8月）」に基づく。 

第 1 棟を構成する設備（機器，配管等）のうち，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関

する規則」において，クラス 3に位置付けられる機器，配管については，設計・建設規格に基づき設計・

製作・検査を行う。クラス 3に該当しない機器，配管等については日本産業規格及び米国機械学会（ASME）

規格に適合した信頼性を有する材料・施工方法等に基づく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.43 油処理装置） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

2.43  油処理装置 

2.43.2 基本仕様 

2.43.2.2 機器仕様 

2.43.2.2.2 油分解装置 

(7)  主配管 

主配管仕様（2／2） 

名 称 仕 様 

油吸着樹脂塔送りポンプ出口から油

吸着樹脂塔（A，B）入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.3MPa 

50℃ 

油吸着樹脂塔出口配管分岐から油吸

着樹脂塔入口配管分岐まで（A－B，B

－A） 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.3MPa 

50℃ 

油吸着樹脂塔（A，B）出口から第 2

モニタリング槽入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.3MPa 

50℃ 

第 2 モニタリング槽出口から処理水

第 1 モニタリング槽送りポンプ入口

まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.40 

SUS304TP 

静水頭 

50℃ 

処理水第 1 モニタリング槽送りポン

プ出口から油水分離装置入口取合い

点まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.15MPa 

50℃ 

処理水第 1 モニタリング槽送りポン

プ出口配管分岐からブロー水受槽入

口まで（オフスペック水配管） 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.15MPa 

50℃ 

（伸縮継手） 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A 相当 

SUS304 

0.15MPa 

50℃ 

 

（以下，省略） 

 

 

2.43  油処理装置 

2.43.2 基本仕様 

2.43.2.2 機器仕様 

2.43.2.2.2 油分解装置 

(7)  主配管 

主配管仕様（2／2） 

名 称 仕 様 

油吸着樹脂塔送りポンプ出口から油

吸着樹脂塔（A，B）入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.3MPa 

50℃ 

油吸着樹脂塔出口配管分岐から油吸

着樹脂塔入口配管分岐まで（A－B，B

－A） 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.3MPa 

50℃ 

油吸着樹脂塔（A，B）出口から第 2

モニタリング槽入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.3MPa 

50℃ 

第 2 モニタリング槽出口から処理水

第 1 モニタリング槽送りポンプ入口

まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.40 

SUS304TP 

静水頭 

50℃ 

処理水第 1 モニタリング槽送りポン

プ出口から油水分離装置入口取合い

点まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.15MPa 

50℃ 

（伸縮継手） 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A 相当 

SUS304 

0.15MPa 

50℃ 

処理水第 1 モニタリング槽送りポン

プ出口配管分岐からブロー水受槽入

口まで（オフスペック水配管） 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A／Sch.40 

SUS304TP 

0.15MPa 

50℃ 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅱ.2.44放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備）） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－14 

 

放射性物質の散逸防止に関する説明書 

（中略） 

 

 3. 焼却灰の発生量について 

（中略） 

 
 

（中略） 

 

添付資料－14 

 

放射性物質の散逸防止に関する説明書 

（中略） 

 

 3. 焼却灰の発生量について 

（中略） 

 
 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

摺動部構造の見

直しに伴う記載

の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（Ⅱ.2.44放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備）） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－15 

 

増設雑固体廃棄物焼却設備の設置について 

 

（中略） 

 

2. 工程 

 

 

 

 

 

添付資料－15 

 

増設雑固体廃棄物焼却設備の設置について 

 

（中略） 

 

2. 工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計見直しに伴う

変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（異常時のための措置） 

第１６条の２ 

原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）１～６号機械設備ＧＭ及び当直長は，原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための

訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－１に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防

車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）１～６号機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備

する。 

（４）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－１に示す消防車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）１～６号機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について，当直長は，（１）に定

める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－１ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第１８条 ３台 

 

２．使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の

措置を講じる。 

（１）１～６号機械設備ＧＭは，使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行うた

めの訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－２に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防

車及びコンクリートポンプ車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

 

（３）１～６号機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備

する。 

（４）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－２に示す消防車及びコンクリートポンプ車を操作するた

めに必要な要員を確保する。 

（５）１～６号機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－２ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第２０条，第２２条 １台※１ 

コンクリートポンプ車 第２０条，第２２条 １台 

 ※１：使用済燃料共用プール設備と共用 

 

 

（異常時のための措置） 

第１６条の２ 

原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）１～６号機械設備ＧＭ及び当直長は，原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための

訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－１に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防

車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）１～６号機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備

する。 

（４）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－１に示す消防車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）１～６号機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について，当直長は，（１）に定

める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－１ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第１８条 ３台 

 

２．使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の

措置を講じる。 

（１）１～６号機械設備ＧＭは，使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行うた

めの訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－２又は表１６の２－３に定める異常時の措置の活動を行

うために必要な消防車及びコンクリートポンプ車又は高所送水車を配備し，１ヶ月に１回点検を行

う。 

（３）１～６号機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備

する。 

（４）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－２又は表１６の２－３に示す消防車及びコンクリートポ

ンプ車又は高所送水車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）１～６号機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－２ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第２０条，第２２条 １台※１ 

コンクリートポンプ車 第２０条，第２２条 １台 

 

表１６の２－３ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第２０条，第２２条 ２台※１ 

高所送水車 第２０条，第２２条 １台 

※１：使用済燃料共用プール設備と共用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用注水設備の代替注水手

段の記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

３．電気設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）電気設備保守ＧＭは，電気設備について異常時の措置の活動（電源車の使用）を行うための訓練

を，１年に１回以上実施する。 

（２）電気設備保守ＧＭは，表１６の２－３に定める異常時の措置の活動を行うために必要な電源車を

配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）当直長は，表１６の２－３に定める異常時の措置の活動を行うために必要な所内共通ディーゼル

発電機※２の動作確認を１ヶ月に１回行う。 

（４）電気設備保守ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

（５）電気設備保守ＧＭは，表１６の２－３に示す電源車を操作するために必要な要員を確保する。 

（６）当直長は，表１６の２－３に示す所内共通ディーゼル発電機※２を操作するために必要な要員を確

保する。 

（７）電気設備保守ＧＭは，（１），（４）及び（５）に定める事項について定期的に評価を行うととも

に，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－３ 

設 備 関連条文 台 数 

電源車 第２８条 ２台 

所内共通 

ディーゼル発電機※２ 
第２８条 １台 

 ※２：「所内共通ディーゼル発電機」とは，所内共通ディーゼル発電機Ａ系（４号炉Ｂ系ディーゼル

発電機）又は所内共通ディーゼル発電機Ｂ系（２号炉Ｂ系ディーゼル発電機）をいう。以下，

第２８条において同じ。 

 

４．使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置

を講じる。 

（１）共用機械設備ＧＭは，使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための訓練

を，１年に１回以上実施する。 

（２）共用機械設備ＧＭは，表１６の２－４に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防車を

配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）共用機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

（４）共用機械設備ＧＭは，表１６の２－４に示す消防車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）共用機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うととも

に，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－４ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第２１条 １台※３ 

 ※３：使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

 

 

３．電気設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）電気設備保守ＧＭは，電気設備について異常時の措置の活動（電源車の使用）を行うための訓練

を，１年に１回以上実施する。 

（２）電気設備保守ＧＭは，表１６の２－４に定める異常時の措置の活動を行うために必要な電源車を

配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）当直長は，表１６の２－４に定める異常時の措置の活動を行うために必要な所内共通ディーゼル

発電機※２の動作確認を１ヶ月に１回行う。 

（４）電気設備保守ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

（５）電気設備保守ＧＭは，表１６の２－４に示す電源車を操作するために必要な要員を確保する。 

（６）当直長は，表１６の２－４に示す所内共通ディーゼル発電機※２を操作するために必要な要員を確

保する。 

（７）電気設備保守ＧＭは，（１），（４）及び（５）に定める事項について定期的に評価を行うととも

に，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－４ 

設 備 関連条文 台 数 

電源車 第２８条 ２台 

所内共通 

ディーゼル発電機※２ 
第２８条 １台 

 ※２：「所内共通ディーゼル発電機」とは，所内共通ディーゼル発電機Ａ系（４号炉Ｂ系ディーゼル

発電機）又は所内共通ディーゼル発電機Ｂ系（２号炉Ｂ系ディーゼル発電機）をいう。以下，

第２８条において同じ。 

 

４．使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置

を講じる。 

（１）共用機械設備ＧＭは，使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための訓練

を，１年に１回以上実施する。 

（２）共用機械設備ＧＭは，表１６の２－５に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防車を

配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）共用機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

（４）共用機械設備ＧＭは，表１６の２－５に示す消防車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）共用機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うととも

に，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

表１６の２－５ 

設 備 関連条文 台 数 

消防車 第２１条 １台※３ 

 ※３：使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

 

 

 

 

非常用注水設備の代替注水手

段の記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

５．多核種除去設備及び増設多核種除去設備で発生した二次廃棄物※４を収納した高性能容器について異

常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）水処理計画ＧＭは，多核種除去設備及び増設多核種除去設備で発生した二次廃棄物※４を収納した

高性能容器について異常時の措置の活動を行うための訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）水処理計画ＧＭは，表１６の２－５に定める異常時の措置の活動を行うために必要な吸引設備を

配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）水処理計画ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

（４）水処理計画ＧＭは，表１６の２－５に示す吸引設備を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）水処理計画ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うとともに，

評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

※４：「二次廃棄物」とは，沈殿処理生成物及び使用済吸着材をいう。以下，第４０条において同じ。 

 

表１６の２－５ 

設 備 関連条文 台 数 

吸引設備 第４０条 １台 

 

 

 

５．多核種除去設備及び増設多核種除去設備で発生した二次廃棄物※４を収納した高性能容器について異

常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）水処理計画ＧＭは，多核種除去設備及び増設多核種除去設備で発生した二次廃棄物※４を収納した

高性能容器について異常時の措置の活動を行うための訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）水処理計画ＧＭは，表１６の２－６に定める異常時の措置の活動を行うために必要な吸引設備を

配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）水処理計画ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

（４）水処理計画ＧＭは，表１６の２－６に示す吸引設備を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）水処理計画ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うとともに，

評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

※４：「二次廃棄物」とは，沈殿処理生成物及び使用済吸着材をいう。以下，第４０条において同じ。 

 

表１６の２－６ 

設 備 関連条文 台 数 

吸引設備 第４０条 １台 
 

 

 

 

 

 

非常用注水設備の代替注水手

段の記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（使用済燃料プールの水位及び水温） 

第２０条 

使用済燃料プールの水位及び水温は，表２０－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，使用

済燃料プールの水温については，４号炉を除く。 

 

（省略） 

 

 

（使用済燃料プールの水位及び水温） 

第２０条 

使用済燃料プールの水位及び水温は，表２０－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，使用

済燃料プールの水温については，３号炉及び４号炉を除く。 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

３号炉使用済燃料プールから

の使用済燃料取り出し完了に

伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（周辺監視区域） 

第５７条 

周辺監視区域は，図５７に示す区域とする。 

２．防護管理ＧＭは，第１項の周辺監視区域境界に，柵を設ける又は標識を掲げること等により，業務

上立入る者以外の立入りを制限する。ただし，当該区域に立入るおそれのないことが明らかな場合は，

この限りでない。 

 

図５７ 

 

 

（周辺監視区域） 

第５７条 

周辺監視区域は，図５７に示す区域とする。 

２．防護管理ＧＭは，第１項の周辺監視区域境界に，柵を設ける又は標識を掲げること等により，業務

上立入る者以外の立入りを制限する。ただし，当該区域に立入るおそれのないことが明らかな場合は，

この限りでない。 

 

図５７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第６０条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，表６０－１及び表６０－２（第４８条第１項（２）の区域内にあ

る汚染のおそれのない管理対象区域内に限る）に定める管理対象区域内における測定項目について，

同表に定める頻度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理対象区域については，こ

の限りでない。 

２．放出・環境モニタリングＧＭは，表６０－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図６０

に定める。）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線防護ＧＭは，第１項の測定により，放出・環境モニタリングＧＭは，第２項の測定により，

異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に定める測定結果を放射線防護ＧＭに連絡する。放射線

防護ＧＭは，測定結果を記入したサーベイマップを作成する。 

 

表６０－１ 

場    所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

１．管理対

象 区 域 内

（管理区域

内を含む）
※１ 

外部放射線に係る線量当量率 

各プログラム部長及び各

ＧＭ 

放射線レベル

に応じて 

放射線防護ＧＭ※２ 
毎日運転中に

１回 

外部放射線に係る線量当量 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

空気中の放射性物質濃度 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

表面汚染密度 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

２．周辺監

視区域境界

付近 

空気吸収線量 
放出・環境モニタリング

ＧＭ 
３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※３ 
放出・環境モニタリング

ＧＭ 
常時 

空気中の粒子状放射性物質濃

度 

放出・環境モニタリング

ＧＭ 
３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：使用済燃料共用プールのエリアモニタ，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備のエリアモニタ，３

号炉原子炉建屋５階のエリアモニタ及び４号炉原子炉建屋５階のエリアモニタにおいて測定す

る項目 

※３：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 

表６０－２ 

場  所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

汚染のお

それのな

い管理対

象区域内 

表面汚染密度 

放射線防護ＧＭ 

毎日１回 

（汚染のおそれのない管理対

象区域が設定されている期間） 
空気中の 

放射性物質濃度 
 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第６０条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，表６０－１及び表６０－２（第４８条第１項（２）の区域内にあ

る汚染のおそれのない管理対象区域内に限る）に定める管理対象区域内における測定項目について，

同表に定める頻度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理対象区域については，こ

の限りでない。 

２．放出・環境モニタリングＧＭは，表６０－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図６０

に定める。）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線防護ＧＭは，第１項の測定により，放出・環境モニタリングＧＭは，第２項の測定により，

異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に定める測定結果を放射線防護ＧＭに連絡する。放射線

防護ＧＭは，測定結果を記入したサーベイマップを作成する。 

 

表６０－１ 

場    所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

１．管理対

象 区 域 内

（管理区域

内を含む）
※１ 

外部放射線に係る線量当量率 

各プログラム部長及び各

ＧＭ 

放射線レベル

に応じて 

放射線防護ＧＭ※２ 
毎日運転中に

１回 

外部放射線に係る線量当量 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

空気中の放射性物質濃度 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

表面汚染密度 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

２．周辺監

視区域境界

付近 

空気吸収線量 
放出・環境モニタリング

ＧＭ 
３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※３ 
放出・環境モニタリング

ＧＭ 
常時 

空気中の粒子状放射性物質濃

度 

放出・環境モニタリング

ＧＭ 
３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：使用済燃料共用プールのエリアモニタ，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備のエリアモニタ，３

号炉原子炉建屋５階のエリアモニタ及び４号炉原子炉建屋５階のエリアモニタにおいて測定す

る項目 

※３：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 

表６０－２ 

場  所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

汚染のお

それのな

い管理対

象区域内 

表面汚染密度 

放射線防護ＧＭ 

毎日１回 

（汚染のおそれのない管理対

象区域が設定されている期間） 
空気中の 

放射性物質濃度 
 

 

変更なし 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

7 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

図６０ 

 

 

図６０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 

48



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

8 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則（令和３年９月２２日 原規規発第 2109223号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年１０月１日から施行する。 

２．第４条及び第５条については，サイバーセキュリティグループを設置した時点から適用することと

し，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和３年８月２７日 原規規発第 2108272号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年９月１５日から施行する。 

 

附則（令和３年７月２７日 原規規発第 2107271号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，３号機原子炉格納容器内取水設備の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

 

（省略） 

 

 

附  則 
 

附則（                    ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

２．第５７条の図５７，第６０条の図６０，添付１（管理区域図）の全体図における周辺監視区域境界

及び添付２（管理対象区域図）の全体図における周辺監視区域境界については，放射性物質分析・研

究施設第１棟の設置に伴う周辺監視区域柵の設置工事が終了した時点から適用することとし，それま

での間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図における放射性物質分析・研究施設第１棟及び放射性物質分析・研

究施設第１棟の管理区域図面並びに添付２（管理対象区域図）の全体図における放射性物質分析・研

究施設第１棟及び放射性物質分析・研究施設第１棟の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の

区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

４．添付１（管理区域図）における増設焼却炉建屋（１階・２階）の管理区域図面及び添付２（管理対

象区域図）における増設焼却炉建屋（１階・２階）の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の

変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和３年９月２２日 原規規発第 2109223号） 

（施行期日） 

第１条 

 

２．第４条及び第５条については，サイバーセキュリティグループを設置した時点から適用することと

し，それまでの間は従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

附則（令和３年７月２７日 原規規発第 2107271号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，３号機原子炉格納容器内取水設備の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

 

（省略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

9 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付１ 管理区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

添付１ 管理区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 

 

増設焼却炉建屋の区域の適正

化に伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

10 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付２ 管理対象区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

添付２ 管理対象区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 

 

増設焼却炉建屋の区域の適正

化に伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

11 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付３ 保全区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

添付３ 保全区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

保全区域図の現状に合わせた

見直し 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（周辺監視区域） 

第９８条  

周辺監視区域は，図９８に示す区域とする。 

２．防護管理ＧＭは，第１項の周辺監視区域境界に，柵を設ける又は標識を掲げること等により，業務

上立入る者以外の立入りを制限する。ただし，当該区域に立入るおそれのないことが明らかな場合は，

この限りでない。 

 

図９８ 

 

 

（周辺監視区域） 

第９８条  

周辺監視区域は，図９８に示す区域とする。 

２．防護管理ＧＭは，第１項の周辺監視区域境界に，柵を設ける又は標識を掲げること等により，業務

上立入る者以外の立入りを制限する。ただし，当該区域に立入るおそれのないことが明らかな場合は，

この限りでない。 

 

図９８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第１０１条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，表１０１－１及び表１０１－２（第９３条の２第１項（２）の区域

内にある汚染のおそれのない管理対象区域内に限る）に定める管理対象区域内における測定項目につい

て，同表に定める頻度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理対象区域については，

この限りでない。 

２．放出・環境モニタリングＧＭは，表１０１－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図１０

１に定める。）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線防護ＧＭは，第１項の測定により，放出・環境モニタリングＧＭは，第２項の測定により，

異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に定める測定結果を放射線防護ＧＭに連絡する。放射線防

護ＧＭは，測定結果を記入したサーベイマップを作成する。 

 

表１０１－１ 

場    所 測定項目 所管 GM 測定頻度 

１．管理対象区

域内（管理区域

内を含む）※１ 
外部放射線に係る線量当量率 

各プログラム部長及び

各ＧＭ 

放射線レベ

ルに応じて 

放射線防護ＧＭ※２ 
毎日運転中

に１回※３ 

外部放射線に係る線量当量 放射線防護ＧＭ １週間に1回 

空気中の放射性物質濃度 放射線防護ＧＭ １週間に1回 

表面汚染密度 放射線防護ＧＭ １週間に1回 

２．周辺監視区

域境界付近 
空気吸収線量 

放出・環境モニタリン

グＧＭ 
３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※４ 
放出・環境モニタリン

グＧＭ 
常時 

空気中の粒子状放射性物質濃

度 

放出・環境モニタリン

グＧＭ 
３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：５号炉及び６号炉のエリアモニタにおいて測定する項目 

※３：当該エリアが滞留水により人の立ち入れない状況にあり，修理又は代替品の補充が速やかに実施

できず，当該エリアの外部放射線に係る線量当量率が定められた頻度で測定できない場合は，他

のエリアモニタの計測値で代替する。 

※４：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 

表１０１－２ 

場  所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

汚染のおそれ

のない管理対

象区域内 

表面汚染密度 

放射線防護ＧＭ 

毎日１回 

（汚染のおそれのない管理

対象区域が設定されている

期間） 空気中の放射

性物質濃度 
 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第１０１条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，表１０１－１及び表１０１－２（第９３条の２第１項（２）の区域

内にある汚染のおそれのない管理対象区域内に限る）に定める管理対象区域内における測定項目につい

て，同表に定める頻度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理対象区域については，

この限りでない。 

２．放出・環境モニタリングＧＭは，表１０１－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図１０

１に定める。）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線防護ＧＭは，第１項の測定により，放出・環境モニタリングＧＭは，第２項の測定により，

異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に定める測定結果を放射線防護ＧＭに連絡する。放射線防

護ＧＭは，測定結果を記入したサーベイマップを作成する。 

 

表１０１－１ 

場    所 測定項目 所管 GM 測定頻度 

１．管理対象区

域内（管理区域

内を含む）※１ 
外部放射線に係る線量当量率 

各プログラム部長及び

各ＧＭ 

放射線レベ

ルに応じて 

放射線防護ＧＭ※２ 
毎日運転中

に１回※３ 

外部放射線に係る線量当量 放射線防護ＧＭ １週間に1回 

空気中の放射性物質濃度 放射線防護ＧＭ １週間に1回 

表面汚染密度 放射線防護ＧＭ １週間に1回 

２．周辺監視区

域境界付近 
空気吸収線量 

放出・環境モニタリン

グＧＭ 
３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※４ 
放出・環境モニタリン

グＧＭ 
常時 

空気中の粒子状放射性物質濃

度 

放出・環境モニタリン

グＧＭ 
３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：５号炉及び６号炉のエリアモニタにおいて測定する項目 

※３：当該エリアが滞留水により人の立ち入れない状況にあり，修理又は代替品の補充が速やかに実施

できず，当該エリアの外部放射線に係る線量当量率が定められた頻度で測定できない場合は，他

のエリアモニタの計測値で代替する。 

※４：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 

表１０１－２ 

場  所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

汚染のおそれ

のない管理対

象区域内 

表面汚染密度 

放射線防護ＧＭ 

毎日１回 

（汚染のおそれのない管理

対象区域が設定されている

期間） 空気中の放射

性物質濃度 
 

 

変更なし 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

図１０１ 

 

 

図１０１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則（令和３年９月２２日 原規規発第 2109223号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年１０月１日から施行する。 

２．第４条及び第５条については，サイバーセキュリティグループを設置した時点から適用することと

し，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和３年８月２７日 原規規発第 2108272号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和３年９月１５日から施行する。 

 

附則（令和３年７月２７日 原規規発第 2107271号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，３号機原子炉格納容器内取水設備の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

 

（省略） 

 

 

附  則 
 

附則（                    ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

２．第９８条の図９８，第１０１条の図１０１，添付１（管理区域図）の全体図における周辺監視区域

境界及び添付２（管理対象区域図）の全体図における周辺監視区域境界については，放射性物質分析・

研究施設第１棟の設置に伴う周辺監視区域柵の設置工事が終了した時点から適用することとし，それ

までの間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図における放射性物質分析・研究施設第１棟及び放射性物質分析・研

究施設第１棟の管理区域図面並びに添付２（管理対象区域図）の全体図における放射性物質分析・研

究施設第１棟及び放射性物質分析・研究施設第１棟の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の

区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

４．添付１（管理区域図）における増設焼却炉建屋（１階・２階）の管理区域図面及び添付２（管理対

象区域図）における増設焼却炉建屋（１階・２階）の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の

変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和３年９月２２日 原規規発第 2109223号） 

（施行期日） 

第１条 

 

２．第４条及び第５条については，サイバーセキュリティグループを設置した時点から適用することと

し，それまでの間は従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

附則（令和３年７月２７日 原規規発第 2107271号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，３号機原子炉格納容器内取水設備の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付１ 管理区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

添付１ 管理区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 

 

増設焼却炉建屋の区域の適正

化に伴う変更 

57



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付２ 管理対象区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

添付２ 管理対象区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 

 

増設焼却炉建屋の区域の適正

化に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付３ 保全区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

添付３ 保全区域図 

 

（核物質防護上の観点から公開しないこととしております） 

 

 

 

保全区域図の現状に合わせた

見直し 

 

放射性物質分析・研究施設第１

棟設置に伴う変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第 3編 3 放射線管理に係る補足説明 3.1 放射線防護及び管理） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

3 放射線管理に係る補足説明 

 

(中略) 

 

3.1.2 放射線管理 

3.1.2.1 概要 

3.1.2.2 基本方針 

3.1.2.3 発電所における放射線管理 

(1)管理対象区域，管理区域，保全区域及び周辺監視区域 

 

（中略） 

 

(2)管理対象区域内の管理 

 

（中略） 

 

③ 管理対象区域全体にわたって放射線のレベルに応じた保護衣類や放射線防護具類を着用させる。今

後，必要の都度管理対象区域内を除染し，表面汚染密度を下げていく。なお，管理対象区域内にお

いて全面マスク着用を不要とするエリアは以下の条件に合致する場合に設定する。構内に設置した

ダストモニタ（モニタリングポスト付近に設置したダストモニタは除く）で全面マスク着用を不要

とするエリアの空気中放射性物質濃度を監視する。 

・ 全面マスク着用を不要とするエリアの空気中放射性物質濃度を測定し，マスク着用基準を下回

っていること。ただし，作業による放射性物質の舞い上がりを考慮し，全面マスク着用を不要

とするエリアで作業する場合は，念のため使い捨て式防塵マスクを着用すること。 

・ 除染電離則等のマスク基準を参考に，全面マスク着用を不要とするエリア内にあっては，高濃

度粉塵作業は全面（半面）マスク着用，それ以外の作業は使い捨て式防塵マスク着用の２区分

とする（地表面の土砂の放射能濃度の基準を下回る場合は，サージカルマスクも使用可）。 

・ 原子炉格納容器ガス管理設備による未臨界監視を行い，不測の事態が生じた場合には，全面マ

スク着用を指示するため，一斉放送が聞こえる場所かPHSによる連絡が可能な場所であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 放射線管理に係る補足説明 

 

(中略) 

 

3.1.2 放射線管理 

3.1.2.1 概要 

3.1.2.2 基本方針 

3.1.2.3 発電所における放射線管理 

(1)管理対象区域，管理区域，保全区域及び周辺監視区域 

 

（中略） 

 

(2)管理対象区域内の管理 

 

（中略） 

 

③ 管理対象区域全体にわたって放射線のレベル及び作業内容に応じた保護衣類や放射線防護具類を

着用させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（中略） 

 
 

図３．１－１ 周辺監視区域図 

 

（中略） 

 
 

図３．１－１ 周辺監視区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺監視区域境界変更に伴う

変更 
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